
平成２７年度　鳥取県環境白書

  １ エネルギーシフトの率先的な取組み
  1-1 温室効果ガス削減に向けた再生可能エネルギーの導入加速

01 とっとり環境イニシアティブ推進事業

施策
　１ 事業の目的

ＮＰＯや地域、企業などと連携・協働して、全国をリードする環境実践「とっとり環境イニ
シアティブ」に取り組む。

　
　２ 事業の内容

「とっとり環境イニシアティブ」の取組を継続するため、施策の進捗評価を行うほか、次
期とっとり環境イニシアティブプランを策定する。

※とっとり環境イニシアティブプラン（鳥取県環境基本計画実行計画）
　・計画期間：平成２３～２６年度（４年間／平成２４年３月策定）
　・内容：鳥取県環境基本計画において具体的に推進する施策や数値目標を記載した
実行計画

　３ 事業の現状及び課題

とっとり環境イニシアティブプランの評価結果等を踏まえ、平成２７年度に次期とっとり
環境イニシアティブプランを策定するほか、次期とっとり環境イニシアティブプランの達
成に必要な市町村支援等について、検討を行う。

実績
　　　これまでの「とっとり環境イニシアティブプラン」での成果と課題を踏まえ、本県の魅力あ
る環境を守り、次の世代に継承していくため、本プランの検討会や進捗評価会等を通じ地域
や識者の方々の意見を伺いながら、国を上回るCO2削減目標を掲げた「第2期とっとり環境イ
ニシアティブプラン」を策定しました。

■第2期とっとり環境イニシアティブプラン（鳥取県環境基本計画実行計画）
　・計画期間：平成２７～３０年度（４年間／平成２８年３月策定）

連絡先
　　　生活環境部 環境立県推進課　電話：０８５７－２６－７２０５

参考URL　　　
鳥取県環境立県推進課のｗｅｂサイトより

http://www.pref.tottori.lg.jp/176102.htm
　　　



平成２７年度　鳥取県環境白書

  １ エネルギーシフトの率先的な取組み
  1-1 温室効果ガス削減に向けた再生可能エネルギーの導入加速

02 再生可能エネルギーの導入促進

施策
　１ 事業の目的

　再生可能エネルギー（太陽光発電、風力発電、小水力発電、バイオマス利用など）の
導入促進に取り組むことにより、地域の安定的なエネルギーの供給と地球温暖化防止
を図る。 

　
　２ 事業の内容

（１）補助金等による導入支援
ア　家庭用発電設備等導入推進補助金
　住宅に太陽光発電システム、家庭用燃料電池システム、太陽熱利用機器及び薪ス
トーブ等を設置する者に助成を行う市町村に対して、補助金による所要経費の支援
イ　非住宅用太陽光発電
　中小企業・社会福祉法人等の事業者が、事業所等に太陽光発電システムで発電し
た電気の余剰電力売電又は自家消費する場合に、整備費用の一部を支援
ウ　再生可能エネルギー活用事業可能性調査支援
　再生可能エネルギー（風力・小水力・地熱・バイオマス等）を利用した発電（既設発電
所の出力アップ含む。）や熱利用を計画する事業者が実施する事業可能性調査に必
要な費用を支援
エ　再生可能エネルギー発電事業支援
　固定価格買取制度により発電事業を行う事業者に対して、系統連系用電源線費用、
バンク逆潮流対策費、系統安定化装置設置費や利子相当額を補助

（２）情報交流と普及啓発
ア　「鳥取県新エネルギー活用研究会」による産学官の情報交流 
イ　太陽光発電、木質バイオマス等の普及啓発
　補助金情報の発信、エコフェスタ等のイベントを活用した普及啓発
ウ　県庁関係部局による情報交換、検討
　国や各部局の動向の情報交換、次年度率先導入箇所の検討等

　３ 事業の現状及び課題

　平成２６年度末までに、大型風力発電、木質バイオマス、太陽光発電の設置が進
み、再生可能エネルギー設備は約７９４，７００キロワットの導入が見込まれている。
　引き続き、導入支援、普及啓発等を行う。

実績
　　　再生可能エネルギー設備の導入は平成２７年度末で約８４６千ｋWになった。

連絡先
　　　生活環境部 環境立県推進課 次世代エネルギー推進室 電話0857-26-7895

参考URL　　　
鳥取県環境立県推進課のwebサイトより
　　「新エネルギー（自然エネルギー）の導入」
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=17856

　　　



平成２７年度　鳥取県環境白書

  １ エネルギーシフトの率先的な取組み
  1-1 温室効果ガス削減に向けた再生可能エネルギーの導入加速

03 再生可能エネルギー導入検討・実施

施策
　１ 事業の目的

温室効果ガス排出量を削減するため、再生可能エネルギー（小水力、太陽光発電等）
の導入を検討・実施し、地球温暖化防止に寄与する。
　　（１）持続可能な再生可能エネルギーへの転換とエネルギーの地産・地消
　　（２）多様な発電主体による小規模分散型電源の普及拡大
　　（３）二酸化炭素排出量削減と地球温暖化対策

　
　２ 事業の内容

（１）小水力発電所（４箇所）の建設
　　　　・横瀬川（195キロワット程度）
　　　　・加谷川（150キロワット程度）
　　　　・若松川（150キロワット程度）
　　　　・私都川（200キロワット程度）
（２）更なる小水力発電の事業性検討のための河川流況調査等を実施（３箇所予定）
（３）既存水力発電所の継続使用（１００年運転）を目的とした大規模改修（リニューア

ル）の実施設計を行う（１箇所）
（４）太陽光発電所の建設
　　　　・境港中野（1,000キロワット）

　３ 事業の現状及び課題

（１）現状
　小水力発電は､平成２５年度は賀祥発電所の運転を開始した。平成２７年度は４
箇所で発電所の建設を行う。更に、事業性を確認するために新たに３箇所で調査
等を行う。また、既設発電所１箇所で大規模改修のための実施設計を行う。
　太陽光発電は、平成２６年度は３箇所で運転を開始した。平成２７年度は１箇所
で発電所の建設を行う。

（２）課題
　平成２４年７月１日に「固定価格買取制度」が導入され、再生可能エネルギー開
発が促進されてきた。平成２７年度の買取価格は平成２６年度末に決まり、太陽光
発電においては買取価格が下がっていることから、早期整備を目指す。
　水力発電所の建設については、事業実施に適した箇所が多くないこと、河川法、
電気事業法に伴う協議が必要であるほか、用地など地元関係者の理解と協力が
不可欠。

実績
　　　
（１）小水力発電所（４箇所）の建設

　　　　・若松川（150キロワット）　 H28.3.2運転開始。

　　　　・横瀬川（198キロワット）　 H28.9運転開始予定。

　　　　・私都川（150キロワット程度）　 工事中。（H30年度運転開始予定。）

　　　　・加谷川（150キロワット程度） 事業休止。

（２）更なる小水力発電の事業性検討のための河川流況調査等の実施

　　　　・泉谷川(倉吉市)にて流況調査を実施。

　　　　・真住川(日野町)及び湯河川(日南町)での流況調査を計画していたが、系統連系が出



来ないことが判明したため、調査実施を見合わせた。

（３）既存水力発電所の継続使用（１００年運転）を目的とした大規模改修（リニューアル）の実

施設計

　　　　・舂米発電所の実施設計に着手。

（４）太陽光発電所の建設

　　　　・天神浄化センター（1,500キロワット） H27.11.3運転開始

　　　　・境港中野（1,000キロワット）　 H28.2.2運転開始

連絡先
　　　鳥取県企業局工務課　　電話：0857-26-7449

参考URL　　　
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=4412

　　　



平成２７年度　鳥取県環境白書

  １ エネルギーシフトの率先的な取組み
  1-1 温室効果ガス削減に向けた再生可能エネルギーの導入加速

04 地域エネルギー資源活用支援事業

施策
　１ 事業の目的

　再生可能エネルギーの導入を加速するため、電気利用に比べて取り組みが遅れて
いる熱利用（木質バイオマス、地中熱、温泉熱等）を促進する。

　
　２ 事業の内容

１　木質バイオマス熱利用推進事業　【新規】
　【予算額：50,000千円】（県費）

○内　　容：木質バイオマスへの燃料転換・熱利用を図るため、木質バイオマス熱
利用施設

　　　　　　　（ボイラー等）の導入に対して支援する。
○実施主体：企業等（事業用に限る）
○補助率等：100千円/キロワット（上限 50,000千円）

２　地中熱利用推進事業　【新規】
　【予算額：12,000千円】

○内　　容：大山駐車場における地中熱を利用した融雪システム導入に係る基本
設計・事業可能性調査（委託）を行う。

○実施主体：県
○財　　源：国　10,000千円（環境省補助 10分の10※）
　　　　　　　県　 2,000千円
　　　　　　　※地熱・地中熱等の利用による低炭素社会推進事業

３　温泉熱利用推進事業　【新規】
　【予算額：10,000千円】

○内　　容：温泉熱の多段階利用の可能性がある地域において、源泉の湧出量、
熱量、成分等をモニタリング調査し（委託）、事業可能性調査等の基礎
データとする。

○実施主体：県
○財　　源：国　10,000千円（環境省補助 10分の10※）
　　　　　　　※地熱・地中熱等の利用による低炭素社会推進事業

　３ 事業の現状及び課題

（１）木質バイオマス
　平成26年度に木質バイオマス熱利用アドバイザー派遣事業により、木質バイオ
マスへの燃料転換を図るため、既存の石油系ボイラー等施設のエネルギー診断と
バイオマスボイラーの導入助言や事業可能性調査を希望する事業所に専門家を
派遣した。

（２）地中熱
　平成25年度（平成24年度２月補正予算）に、県立農業大学校に農業用の地中熱
ヒートポンプを設置 し実証中。今後、広範な分野での普及を図るため、利用者が
多い施設での導入とＰＲが必要。

（３）温泉熱
　平成26年度に、皆生温泉における温泉熱利用の事業可能性調査を実施、また、
東郷温泉における温泉熱発電施設導入に対して支援した。発電が可能な東郷温
泉や皆生温泉以外では、熱利用が有効であ ることから、熱利用の可能性につい
て基礎調査が必要。

実績



　　　平成２７年度に中四国地方で初の温泉熱バイナリー発電所が運転を開始した。また羽
合温泉での温泉熱活用検討のためのモニタリング施設を導入した。
氷太くん（若桜町）などに木質バイオマスボイラーが導入されるなど、再生可能エネルギーの
熱利用施設の導入も進んだ。

連絡先
　　　生活環境部 環境立県推進課　電話：０８５７－２６－７８７９

参考URL　　　

　　　



平成２７年度　鳥取県環境白書

  １ エネルギーシフトの率先的な取組み
  1-1 温室効果ガス削減に向けた再生可能エネルギーの導入加速

05 農業・農村自然エネルギー利活用支援事業

施策
　１ 事業の目的

農村地域や農業生産の場において、再生可能エネルギーの導入による地域内でのエ
ネルギーの地産地消を通じた地域活性化や、農業振興につながるよう、導入支援を行
う。

　
　２ 事業の内容

太陽光発電施設導入補助
　太陽光発電施設の導入を通じて、農業経営の効率化・高度化を目指す取組に対して
支援を行う。

　３ 事業の現状及び課題

・平成２２年度に、北栄町と共に太陽光発電施設の導入を支援し、約５０キロワットの
施設導入を行った。
・平成２３年度は、県内２地区においてマイクロ水力発電の導入モデル地区の創出を
行った。
・平成２４年度は、県内１地区において太陽光発電施設の導入支援を行った。
・平成２５年度は、太陽光発電の導入に向けた啓発を行うとともに、県内１地区におい
て太陽光発電施設の導入検討を行った。
・平成２６年度は、太陽光発電施設の導入検討を４地区で行った。
・平成２７年度には、太陽光発電施設の導入検討を２地区で実施予定、又、５地区で整
備を予定。

　その他
　　　４ その他
　　　・事業費の１０％を助成（上限　１箇所当たり１００万円）

実績
　　　・平成２７年度は、３地区の小水力発電施設及び２地区の太陽光発電施設の導入検討
を行うとともに、１地区の太陽光発電施設整備を行った。

連絡先
　　　農林水産部 農地・水保全課 企画・保全支援担当 電話0857-26-7334

参考URL　　　
鳥取県農地・水保全課のwebサイトより

　　http://www.pref.tottori.lg.jp/156404.htm
　　　



平成２７年度　鳥取県環境白書

  １ エネルギーシフトの率先的な取組み
  1-1 温室効果ガス削減に向けた再生可能エネルギーの導入加速

06 農業農村小水力発電施設導入事業

施策
　１ 事業の目的

これまで未利用であった、農業用のダム施設や農業用水路を有効利用し、小水力発
電施設を整備・改修することで、土地改良施設等の維持管理費の軽減を図る。

　
　２ 事業の内容

（１）下蚊屋ダム地区
　　　　　・事業主体　県
　　　　　・諸元　常時出力　１９７キロワット
　　　　　・平成２７年７月３日より発電開始

 （２）船上山ダム地区
　　　　　・事業主体　県
　　　　　・諸元　常時出力　１１０キロワット
　　　　　・平成２６年１２月２日より発電開始

 （３）南谷地区
　　　　　・事業主体　県
　　　　　・諸元　常時出力　９０キロワット
　　　　　・平成２６年１２月１日より発電開始

　３ 事業の現状及び課題

・平成２１年７月に県が主催の研究会を設立し、小水力発電を含む検討を行ってきた。
・平成２３年度においては、より詳細な現地検討や経済性検討を実施した。
・平成２３年度は、この研究会での検討を踏まえて、小水力発電設備導入の隘路となっ
ていた事業制度の変更（発電益を土地改良施設全体の維持管理費に充当可能とする
こと）を国に要望し、制度改正が行われた。
・平成２４年度から３地区の小水力発電施設の整備に着手した。
・平成２６年度には２地区で発電を開始した。
・平成２７年７月より残る１地区で発電を開始した。

実績
　　　
取組実績
下蚊屋ダム地区（江府町）、船上山ダム地区（琴浦町）、南谷地区（倉吉市）において、水車発
電設備工事に着工した。
平成２６年１２月に２地区で発電を開始した。
平成２７年７月に１地区で発電を開始した。

連絡先
　　　農林水産部 農地・水保全課 農村整備室 電話0857-26-7326

参考URL　　　
鳥取県農地・水保全課のwebサイトより
http://www.pref.tottori.lg.jp/nouchi-mizuhozen/

　　　



平成２７年度　鳥取県環境白書

  １ エネルギーシフトの率先的な取組み
  1-2 エネルギー資源多様化促進の検討

01 木質バイオマス燃料供給支援事業

施策
　１ 事業の目的

県内初の木質バイオマス発電所の本格稼働に伴い、燃料の安定供給体制を構築する
ため、発電所へ供給される燃料用チップの原料となる原木の生産及び搬出に必要な
経費の一部を支援する。

　
　２ 事業の内容

燃料用原木の供給に対する支援

　３ 事業の現状及び課題

○木材生産の増加に伴い発生する低質材を有効活用するため、木質バイオマス発電
所の整備等、木質バイオマスのエネルギー利用に向けた取り組みを支援しており、県
西部では、日新バイオマス発電㈱が運営する木質バイオマス発電所（境港市）が平成
27年２月に稼働を開始する。
○県内の木質バイオマスエネルギー利用施設への安定的な供給体制づくりを支援す
るため、本県では鳥取県緑の産業再生プロジェクト事業により燃料用原木の集材・搬
出等に支援を実施してきた。
○平成27年度は、発電所が稼働するための安定的な原木供給体制を早急に構築する
必要があるため、原木の供給に対して引き続き支援を行う。

実績
　　　○燃料用原木（スギ、ヒノキ）の集材・搬出等について、森林組合、素材生産業者等　　 
１５者の取組を支援
　　　出荷又は販売材積　３６，９９８m3

連絡先
　　　農林水産部森林・林業振興局県産材・林産振興課　電話：０８５７－２６－７３０７

参考URL　　　

　　　



平成２７年度　鳥取県環境白書

  １ エネルギーシフトの率先的な取組み
  1-2 エネルギー資源多様化促進の検討

02 日本海沖メタンハイドレート調査促進事業

施策
　１ 事業の目的

　国は、平成２５年度以降３年間程度で、表層型メタンハイドレートの資源量把握に調
査を進めており、平成２５年度は上越沖や能登半島西方沖において、平成２６年度に
は、隠岐周辺（鳥取沖含む）、上越沖、秋田・山形沖及び日高沖の調査海域で広域地
質調査を実施、さらに上越沖、秋田山形沖の調査区域の３箇所から地質サンプル取得
調査を行いメタンハイドレートの存在が確認された。国産の天然ガス資源として期待が
高まるメタンハイドレートの開発に向けた資源調査及び採掘技術の開発を促進させ
る。

　
　２ 事業の内容

（１）フォーラム開催（事業費：１，０４６千円）
　有識者の基調講演とパネルディスカッションにより、メタンハイドレートと県の将来像
や地域への波及効果について語りあうフォーラムを開催することにより、地元の開発へ
の気運を高め、調査・開発をより活性化させるとともに、本県の先進的な取組を全国へ
情報発信する。

（２）普及啓発事業（事業費：６６９千円）
　　◆学生・一般向け普及啓発
　　　　調査、開発が円滑に進むような地元の気運を高めるために学生・一般にむけて

理解促進を図る普及啓発を行う。
　　◆将来の人材育成に繋げる一般向け普及啓発
　　　中学生に向けにメタンハイドレートの普及をはかり、将来、調査、開発を担う人材

育成につなげる。
　　◆地元の理解促進を図る普及啓発
　　　将来、調査・開発が進む時に、調査者と地元漁業者等との円滑な関係が築くため

の理解促進を図る。

（３）技術開発促進・人材育成事業(事業費：５，７００千円）
　　◆人材育成寄附講座準備
　　　メタンハイドレート関連技術者を育成するためのメタンハイドレート科学講座（寄附

講座）を平成２８年度鳥取大学大学院に開設することに向けて、準備を行う。

（４）基礎調査促進事業　(事業費：８２０千円）
　　◆環境アセスメント検討
　　　開発により懸念される環境への影響を検討し、その影響度を評価する手法等のア

セスメント技術の確立を目指すための基礎調査を行う。
　　　（現在水産試験場が行っている定点観測を活用し、さらに有用な観測を追加す

る。）

　３ 事業の現状及び課題

国による資源調査・開発を促進させるため、地元の開発気運を醸成させる普及啓発事
業などを行ってきている。さらに、鳥取県沖に資源を有するという地理的優位性を活か
し、調査や採掘技術の開発を担う人材の育成、漁業従事者との調整、環境アセスメン
トに資するデータの整理など先進的に取り組む必要がある。

実績
　　　鳥取大学大学院にメタンハイドレート調査・開発を担う高度技術者を育成する寄附講座
設置のためにカリキュラムの策定、担当教授の招聘や入試など準備を行った。



連絡先
　　　環境立県推進課　次世代エネルギー推進室　（0857）26-7895

参考URL　　　

　　　



平成２７年度　鳥取県環境白書

  １ エネルギーシフトの率先的な取組み
  1-3 スマートコミュニティの推進

01 鳥取県地域活性化総合特区推進事業

施策
　１ 事業の目的

県西部圏域の豊かな地域資源と住民ニーズを組み合わせ、新たなサービスやイノ
ベーションの創出により、地域の持続的な成長モデルを描く「鳥取発次世代社会モデ
ル創造特区」の実現をめざし、「鳥取スマートライフ・プロジェクト」として次の３つの先駆
的なモデル事業を実施する。
（１）商店街の利便性を高めるe-モビリティ交通サービス（米子市中心市街地）
（２）再生可能エネルギーによる災害時集落無停電サービス（江府町下蚊屋地区等）
（３）健康情報を高度利用する健康づくりサービス（南部町）

　
　２ 事業の内容

（１）商店街の利便性を高めるe-モビリティ交通サービス
○EV・PHVカーシェアリングを新たに始める取組に対して支援
○超小型モビリティの導入実証する取組に対して支援

（２）再生可能エネルギーによる災害時集落無停電サービス
○電力量調査、電力需給シミュレーションの結果に基づくサービス内容の検討

（３）健康情報を高度利用する健康づくりサービス
○新たな健康づくりサービス創出の検討

　３ 事業の現状及び課題

○鳥取県地域活性化総合特区推進協議会等において、構想の内容や推進に必要な
プロジェクトを議論してきた。
○平成24年7月25日に国の地区指定、平成25年6月28日に計画認定（国利子補給の
活用）を受けた。
○３つのモデル事業を実現するため、関係者で取り組んだ結果、県内においてカー
シェアや電力小売り事業、健康づくりサービスの新たな担い手となる事業者が現れ、今
後もl主体的に事業実施されるに至った。
○平成29年3月27日に地区指定解除及び計画認定取消しとなった。

実績
　　　個別事業としては別途掲出している「とっとりＥＶカーシェア推進事業」及び「超小型モビ
リティ導入実証事業を実施。

そのほかモデル事業実現のため関係者との検討・調整を行った。

連絡先
　　　商工労働部商工政策課　電話：0857-26-7538

参考URL　　　
鳥取県商工政策課のwebサイトより
「鳥取発次世代社会モデル創造特区」

http://www.pref.tottori.lg.jp/221788.htm
　　　



平成２７年度　鳥取県環境白書

  １ エネルギーシフトの率先的な取組み
  1-4 再生可能エネルギー導入に併せた新たな仕組みや技術の創出

01 次世代環境ビジネス創出事業（太陽光発電関連産業関連）

施策
　１ 事業の目的

　県内企業の太陽光発電関連産業への新規参入を促進し、地域産業の活性化につな
げる。

　
　２ 事業の内容

（１）太陽光発電関連産業育成協議会運営費
　情報収集・技術習得のためのセミナー開催や新製品の研究開発及び施工技術向上
等に向けた支援を行う。

（２）次世代環境ビジネス創出事業（ＬＥＤ関連事業にも掲載）
○連携セミナーの開催：太陽光発電・ＬＥＤを併用した製品等開発事例、市場動向など
をテーマに実施する。
○太陽光発電関連産業育成協議会、ＬＥＤ戦略研究会の会員及び蓄電池関連企業が
連携して取組む製品開発に対し、事業化可能性調査経費（市場ニーズや競合製品等
調査、製品評価、試作品製作等）を支援する。
・対象事業：ＬＥＤ応用製品又は太陽光をはじめとする再生可能エネルギー応用製品
・補助率：3分の2以内　
・補助限度額：2,000千円
　　　　　　　　
（３）次世代環境産業創出プロジェクト事業　
　次世代環境産業創出プロジェクト事業検討委員会での検討の結果、事業化の可能
性が見出され、かつ県の進める施策に関連した必要性の高いテーマについて、異分
野・企業間の連携による新たな価値や高付加価値の製品の研究開発を委託する。
平成27年度はLED関連機器の開発に取り組む予定　　　　　　　
1件：15,000千円以内

（４）太陽光発電システム取扱事業者協議会支援補助金
　県内における太陽光発電システムの普及と県内施工事業者のビシネス拡大につな
げるため、太陽光発電システム取扱事業者認定制度及び研修会を実施する経費を助
成する。
・交付先：鳥取県太陽光発電システム取扱事業者協議会（県内販売・施工事業者）
・補助率：2分の1
・補助金限度額：350千円

　３ 事業の現状及び課題

○県内企業の研究体制や資本面での弱さを補うため、県や技術支援機関がバック
アップし、個々の企業の技術や強みを伸ばすしくみによ り、事業化を目指した付加価
値の高い研究開発等に継続して取り組むことが必要。　
○太陽光発電の導入が加速する中で、問題への対応や技術等が確立されていない施
工・維持管理は、今後新たなビジネスが生まれる可能性があり、協議会を通じて県内
企業の人材育成及び競争力強化に引き続き取り組むことが必要。

実績
　　　（１）太陽光発電関連産業育成協議会運営費
　太陽光発電関連産業の現状と将来に向けた取組について、太陽光発電分野の専門家を講
師に招いて「太陽光発電ビジネスの現状と今後の展開」についてセミナーを開催し、普及拡大
等に向けた支援を行った。



（２）次世代環境産業創出プロジェクト事業　
　LED照明、ソーラーパネル、蓄電池を組み合わせた防犯灯の開発を県内企業に
委託した。
　・テーマ：情報通信機能搭載ソーラー式LED防犯灯の開発
　・事業期間：H27年度～H28年度　　　
　・事業費：14,850千円

（３）太陽光発電システム取扱事業者協議会支援補助金
　県内における太陽光発電システムの普及と当業界の振興を図るため、鳥取県太陽光発電
システム取扱事業者協議会活動経費を支援。
※鳥取県太陽光発電システム取扱事業者協議会：県内販売・施工事業者約100社が参加し、
平成23年11月に設立

連絡先
　　　商工労働部経済産業総室　電話：0857-26-7564

参考URL　　　
鳥取県経済産業総室のwebサイトより
　「太陽光発電関連産業の振興」

http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=153290
　　　



平成２７年度　鳥取県環境白書

  １ エネルギーシフトの率先的な取組み
  1-4 再生可能エネルギー導入に併せた新たな仕組みや技術の創出

02 中小企業調査・研究開発支援補助金

施策
　１ 事業の目的

県内の中小企業者が行う、新分野・新サービス展開等のための調査、新製品・新技
術・生産工程の改良のための研究開発等を支援する。

　
　２ 事業の内容

【調査支援型】
　補助事業の内容が、新たなサービスの提供、異業種への進出、新商品や生産工程
の開発・改良に先立ち必要とする進出可能性の調査、技術動向等の予備的な調査の
ときに適用
　　・補助率：３分の２以内 
　　・補助金上限値：１００万円 
　　・補助事業期間：最長１２か月間
【研究開発支援型】
　補助事業の内容が新たなサービスの提供、異業種参入、新たな商品の開発、生産
工程の改良等に必要な本格的な研究のときに適用　
　　・補助率：３分の２以内 
　　・補助金上限値：５００万円 
　　・補助事業期間：最長２４か月間

　３ 事業の現状及び課題

・地方独立行政法人鳥取県産業技術センター、財団法人鳥取県産業振興機構と情報
共有、連携し、技術面及び経営面から、アイデアの段階から事業化までを見通した支
援体制を構築。
・平成２０年度に制度を創設して以来、毎年度約２０件の交付決定を行っており、中小
企業の研究開発の推進に一定程度寄与しているものと評価。
・一方、多くの企業が研究開発終了後の販路開拓に苦戦している。産業支援機関等と
研究成果の情報共有を図り、販路開拓支援につなぐなど、切れ目のない支援を行うこ
とが必要。
・平成２６年度からは、「ものづくり」の調査研究だけでなく、サービス業を含む全業種で
の、新サービスや異分野進出のための調査研究も支援することに変更（補助金の名称
も「ものづくり事業化応援補助金」から「中小企業調査・研究開発支援補助金」に改
称。）

実績
　　　【調査支援型】１２件

【研究開発支援型】７件

連絡先
　　　商工労働部 経済産業振総室　産業振興室 　電話0857-26-7690・7246・8474・8478

参考URL　　　
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=99773

　　　


